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Ⅰ はじめに
本稿の目的は、「実践コミュニティ（実践共同体）：

communities of practice」の概念に基づいて、高知大

学大学院教職実践高度化専攻の教育研究成果の還元の

所産と課題を明らかにし、本専攻における教育の質の

向上につなげることである。教職実践高度化専攻は、

高知県の教育を新しく創造すると共に、複雑さを増し

ていく現代社会の中で子どもたちが自律的に未来を切

り開いていけるための教育を構築・提供できる高度な

専門性と実践力を備えた教員を育成することを目的と

している。本専攻の地域教育への貢献は、基本的には、

そのような高度な教育実践力を備えた本専攻の修了生

が地域の教育課題の解決や授業改善に対して中核教員

として取り組むことによって、本専攻の教育研究の成

果が具体的教育実践活動として還元されるという構図

になっている。これに加え「土佐の皿鉢ゼミ」と「教

育オープン講座」を開催し、高知県の教育関係者に教

育研究成果を還元している。本稿では、「土佐の皿鉢

ゼミ」、「教育オープン講座」及び修了生のアンケート

調査から、教職実践高度化専攻が実践コミュニティの

「コミュニティ支援チーム」として果たしている役割

を考察し、「実践コミュニティ」としての成長の成果と

課題を省察する。また、「実践コミュニティ育成の７

原則」（ウェンガー・マクダーモット・スナイダー，2002）

に照らして、今後の展望を述べる。

Ⅱ 実践コミュニティ
実践コミュニティとは「共通の専門スキルや、ある

事業へのコミットメント（熱意や献身）によって非公

式に結びついた人々の集まり」と定義されている（ウェ

ンガーら，2002，p.12）。本来、実践コミュニティは、

レイヴとウェンガーが1991年に発表した概念である。

彼らは、産婆や仕立屋などの伝統的な徒弟制の職場に

おいて初任者が熟達者の仕事を見ながら学びつつ、正

式にメンバーとして認められていくプロセスを分析

し、その組織を「実践コミュニティ」と呼んだ。

森田（2021）は国内外における「実践共同体」に関

する研究のレビューを行い、主に経営学の観点から実

践共同体を整理している。森田は、実践共同体が果た

す機能に、個人の自律的キャリア形成があると述べ、

実践共同体は自律的キャリア形成を支援する存在とし

て認識されていることを明らかにしている。佐藤

（2015）は、教師という実践共同体は、一人ひとりの教

師の実践経験を共有し合い、一人ひとりの教師が保有

している専門的知識や実践的知見を共有して専門家と
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しての熟達を促進し合うことにより、「専門家の実践

共同体」として教育の質を向上していくことができる

と述べている。以上から、教師の実践コミュニティは、

専門的知識や実践経験を共有し合いながら、それを生

かして大学や学校等の教育現場で個人の力量を向上さ

せていく人々の集団であるといえる。本稿では、実践

コミュニティのメンバーとして、本専攻教員、院生、

高知県教育関係者全体を想定している。

ウェンガーらは、このコミュニティが成果を出すた

めには、現場の最前線で活躍する有能な実践者を関与

させることが必要であると述べている（p.50）。教職

実践高度化専攻では、毎年、高知県教育委員会より派

遣された10名の現職教員と附属学校園の教員１名の教

育研究を指導している。個々の研究は、「第３期高知

県教育振興基本計画」（高知県教育委員会，2020）をも

とにその改訂を適宜反映した以下の表1-1から表1-3の

内容のうち、具体的な課題を３つ以上踏まえたものに

なっている。このようにして、現場で活躍している実

践者が高知県の教育課題に基づいた研究を行ってい

る。
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表1-1.「第３期高知県教育振興基本計画」をもとにした I と II の内容



教職実践高度化専攻は、実践コミュニティの中で「コ

ミュニティ支援チーム」としての機能を担っている。

その機能には、「知識推進活動の運営」と「スタッフ・

グループとの連携」が含まれる。「知識推進活動の運

営」とは知的推進活動を企画、運営し、評価し、改善

していくことを指す。「スタッフ・グループとの連携」

とは、本稿の場合、教育委員会を含む高知県学校教育

関係者と、知識を現場に活かすための課題を共有し、

その課題を解決するために必要な援助を与えることで

ある。一方で、教職実践高度化専攻の教員もコミュニ

ティの一員であるため、高知県学校教育関係者の経験

から得られる豊かな実践知から学び、教育学研究者と

しての専門性を高めていく。

本稿では、本専攻が実践コミュニティのメンバーに

もたらしうる価値に基づいて、本専攻の教育研究成果

の還元の所産と課題を明らかにし、教育の質の向上に

つなげる。実践コミュニティがメンバーにもたらす短

期・長期的な価値を表２に示す。具体的には、「土佐の

皿鉢ゼミ」と「教育オープン講座」が、実践コミュニ

ティのメンバーにもたらす短期的価値について、そし

て本専攻の修了生アンケートから長期的価値について

考察する。
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表1-2.「第３期高知県教育振興基本計画」をもとにした III と IV の内容

表1-3.「第３期高知県教育振興基本計画」をもとにしたV、VI と「横断的取組」の内容



Ⅲ 土佐の皿鉢ゼミ
Ⅲ-1 概要

「土佐の皿鉢ゼミ」とは、多様な教育課題を複眼的

視点から捉え、理論に基づいて深く掘り下げて探究す

るために、例年８月と２月の年２回、教職実践高度化

専攻院生及び大学内外の教育関係者が、高知県の学校

教育に関する課題を発表・協議検討する会である。高

知県教育委員会と高知県市町村教育委員会連合会の後

援を得ている。令和４年度は８月17日と令和５年２月

11日に開催された。

令和４年８月17日は「第９回土佐の皿鉢ゼミ」とし

て、Web 会議システム Zoom による同期型オンライ

ンにより開催された。開会行事の後には、例年高知県

教育委員会からの基調講演を設定しており、今回は長

岡幹泰高知県教育長より、高知県の教育課題に関する

基調講演が行われた。その後、「学校運営コース」、「教

育実践コース」、「特別支援教育コース」に分かれて、

２年生の研究発表が行われた。午後は、「学校マネジ

メントコース」、「授業実践コース」、「特別支援教育コー

ス」に分かれて、１年生の研究発表が行われた。１年

生２年生いずれも発表15分、質疑応答５分である。１

年生の研究発表に続いて、40分間の「テーマ別協議」

が行われた。このテーマ別協議では、修了生や高知県

教育関係者を交えて、高知県の教育課題について活発

な議論が行われた。

令和５年２月11日は「第10回土佐の皿鉢ゼミ」とし

て、対面と Web 会議システム Zoom による同期型オ

ンラインによるハイブリッド方式で開催された。午前

中は、例年２月の発表は２年生にとって２年間の最終

の研究発表となるため、前掲コースごとに分かれて、

発表20分、質疑応答15分の時間設定としている。午後

は、１年生の研究成果が発表15分、質疑応答５分で行

われた。１年生の研究発表に続いて、40分間の「テー

マ別協議」が行われた。テーマ別協議では、修了生や

高知県教育関係者を交えて、高知県の教育課題につい

て活発な議論が行われた。

表３は、令和４年度の２年生が、表４は１年生が発

表した研究テーマである。なお、令和４年度より本専

攻のカリキュラムが拡充されたため、１年生と２年生

でコースの名前が異なっているものがある。
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表２．実践コミュニティがメンバーにもたらす短期的

及び長期的価値

（ウェンガーら2002を参考に筆者が整理）
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表３．令和４年度 ２年生の発表テーマ

表４．令和４年度 １年生の発表テーマ



Ⅲ-2 「第９回土佐の皿鉢ゼミ」の分析

表５から表７は「第９回土佐の皿鉢ゼミ」の参会者

アンケートの結果である。第９回はオンライン開催で

あったため、正確な参加人数は不明であるが、約130名

の参加が確認できた。そのうち、アンケート回答者は

54名であった。

表５は、アンケート回答者の所属先である。様々な

学校種の教員と、県及び市町村教育委員会関係者の参

加があり、「院生の教育研究内容を高知県の教育関係

者と共に協議することにより、地域教育に還元する」

という本専攻の目的に寄与したことが確認された。

【短期的価値①、②及び④】

表６は、「大学院生の研究内容は、高知県の教育課題

に結びつくものであった」という項目に対する回答比

率である。「そう思う」、「かなりそう思う」を合わせて

96.2% であった。ここから、実践コミュニティに「難

問解決のための支援」という価値を提供することがで

きたと評価できる。

表７は、「『第９回土佐の皿鉢ゼミ』は、今後の教育・

研究活動の参考になった」という項目に対する回答比

率である。「今後の教育・研究活動の参考になった」と

感じている比率は96.2% であった。ここから、実践コ

ミュニティに「専門知識へのアクセス」、「問題アプロー

チへの自信」という価値を提供することができたと評

価できる。

Ⅲ-3 「第10回土佐の皿鉢ゼミ」の分析

表８から表10は「第10回土佐の皿鉢ゼミ」の参会者

アンケートの結果である。「第10回土佐の皿鉢ゼミ」

の参加者は101名（対面26名、オンライン75名）であっ

た。そのうち、アンケート回答者は38名であった。

表８は、アンケート回答者の所属先である。様々な

学校種の教員と、県及び市町村教育委員会関係者の参

加があり、「院生の教育研究内容を高知県の教育関係

者と共に協議することにより、地域教育に還元する」

という本専攻の目的に寄与したことが確認された。
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表５．「第９回土佐の皿鉢ゼミ」参加者内訳

表６．「大学院生の研究内容は、高知県の教育課題に

結びつくものであった」の回答比率

表７．「『第９回土佐の皿鉢ゼミ』は、今後の教育・研

究活動の参考になった」の回答比率



【短期的価値①、③、④及び⑥】

表９は、「大学院生の研究内容は、高知県の教育課題

に結びつくものであった」という項目に対する回答比

率である。「そう思う」、「かなりそう思う」を合わせて

100.0% であった。ここから、実践コミュニティに「難

問解決のための支援」という価値を提供することがで

きたと評価できる。

表10は、「『第10回土佐の皿鉢ゼミ』は、今後の教育・

研究活動の参考になった」という項目に対する回答比

率である。「今後の教育・研究活動の参考になった」と

感じている比率は100.0% であった。ここから、「チー

ムへのより良い貢献」、「問題アプローチへの自信」、「参

加の意義が高まる」という価値を提供することができ

たと評価できる。

Ⅳ 「教育オープン講座」の分析
令和元年度より、教職実践高度化専攻附属学校教育

研究センターの企画・運営により、県や市町村教育委

員会の指導主事、附属学校園を含む学校現場教職員、

院生等を対象に、教職実践高度化専攻教員の専門性を

生かした学内外での教育オープン講座を、高知県教育

委員会との共催で実施している。本講座は、高知県教

育委員会並びに県内教育関係諸機関、学校現場等との

連携・協働を図りながら、高知県の教育の質の向上に

寄与することを目的としている。講座内容は、本専攻

教員の専門領域を生かし、受講者の学びを広げて受講

者の力量形成につなげるものである。加えて、本専攻

専任教員の岡田倫代臨床心理士によるカウンセリング

が６回行われた（一人１時間、合計10人）。開催場所は、

カウンセリング以外は、受講者が参加しやすい高知県

教育委員会所管のオーテピア高知図書館の研修室で、

水曜日18：00から19：30に行われた。表11は、令和４

年度の「教育オープン講座」の講座一覧である。
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表８.「第10回土佐の皿鉢ゼミ」参加者内訳

表９．「大学院生の研究内容は、高知県の教育課題に

結びつくものであった」の回答比率

表10.「『第10回土佐の皿鉢ゼミ』は、今後の教育・研

究活動の参考になった」の回答比率



【短期的価値①、②及び④】

表12は参加者数である。合計で287名の参加があり、

半数が県や市町村の教育委員会関係者であった。図１

は、令和４年度「教育オープン講座」の参加者の内訳

である。講座のテーマからは、教育分野別の専門的な

知識の教授や高知県の教育課題を解決するためのアプ

ローチが提供されたことがうかがえる。また、参加人

数および参加者の所属からは、教育行政の立場、学校

現場の実践者の立場、教育のあり方を研究する立場が

存在していることが捉えられ、理論と実践の往還を図

りながら教育内容の専門性を高めたり高知県が抱える

難問を解決したりするための検討が繰り広げられたこ

ともうかがわれる。

実際、表11の９回の講座において、参加者から述べ

られた質問や意見の内容を見てみると、例えば、高知

県の現状を踏まえて学校と家庭との連携をどのように

進めていけばよいのか、不登校問題もある中で子ども

を認めていけるような評価をどのように行っていけば

よいのかなど切実な難問への示唆を求める質問があっ

た。また、特定の教育分野についての先行研究を尋ね

るものや教科特有の教材の活用方法、教科の特性を踏

まえた探究的な授業づくりのポイントを尋ねるものな

ど専門知識に対する質問もあった。さらには、例えば、

本講座で学んだことが自身の教育活動を見直すきっか
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表11. 令和４年度「オープン講座」講座一覧

表12．令和４年度「教育オープン講座」の参加者数



けになるので講座で学んだことを実践してみたいなど

問題へのアプローチに対する期待や自信を述べている

ものもあった。

以上のことから、本講座では、「難問解決のための支

援」、「専門知識へのアクセス」、「問題アプローチへの

自信」という短期的価値を実践コミュニティに提供で

きたと考えられる。

Ⅴ 修了生アンケートの分析
アンケートは、令和４年８月に Google Forms を

用いて自由記述回答を求めた。回答者は18名で、小学

校教員５名、中学校教員４名、特別支援学校教員１名、

県教育委員会関係者６名、市町村教育委員会関係者２

名であった。以下は、実践コミュニティがメンバーに

もたらす長期的価値に基づいてアンケートの自由記述

を整理したものである。回答は原文のままである。な

お、アンケートは匿名で回答を求め、教育研究の改善

のために使用することへの同意を得られている。

【長期的価値① 技能や専門知識を拡張するための場】

・大学院で学んだ内容は、授業をはじめ、さまざまな

実践を行う上で基盤となっています。特に普段の授

業準備では、授業を考える上での視点が増えたので、

授業作りに幅ができました。

・自身の勤務する学校種、担当の教科に関する経験や

知識に加えて、教職大学院で学校運営のマネジメン

ト、特別支援教育の視点に立つ学校教育、道徳教育

などについて討議をしたり、深く考えたりしたこと

による視野の広がりを実感している。業務におい

て、自分自身の校種だけでなく、校種間連携や系統

的な学びを意識した取組も取り入れていけるように

意識できていることは、教職大学院での学びがあっ

たからこそだと思います。

【長期的価値② 自らの商品価値と雇用可能性を高め

る】

・学術的かつ多面的に物事を捉えようとする態度や習

慣が身につきました。

・エビデンスに基づいた資料作成などを心掛け、大学

院で学んだことを業務に反映させている。

・理論を学んだことで、日々の実践の根拠を示しなが

ら同僚の先生方へのアドバイス等ができる。

・業務における企画立案や助言等、多岐にわたる場面

でエビデンスベースの考え方や理論的背景を明らか

にした論理構築が活かされている。

【長期的価値③ 専門家としての強いアイデンティ

ティ】

・主観や経験値だけの実践ではなく、理論、客観的な

見方をもって実践を心がけようとする意識が根底に

ある。

・研究テーマだけでなく、教育全般に関して高い意識

を持つことができていると感じる。

以上のコメントから、「長期的価値④ 専門家とし

ての名声を高める」という価値も提供できていること

が推察される。なお、修了生は「土佐の皿鉢ゼミ」及

び「教育オープン講座」に積極的に参加しており、「長

期的価値⑤ 専門分野で遅れを取らないようにするた

めのネットワーク」も構築されている。

Ⅵ 今後の在り方：コミュニティ支援チームと
して
ウェンガーら（2002）は、実践コミュニティを活気

づけ、質を向上させるための「実践コミュニティ育成
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の7原則」を提示している（p.91）それは、次の７つで

ある。

１．進化を前提とした設計を行う

２．内部と外部それぞれの視点を取り入れる

３．様々なレベルの参加を奨励する

４．公と私それぞれのコミュニティ空間を作る

５．価値に焦点を当てる

６．親近感と刺激を組み合わせる

７．コミュニティのリズムを生み出す

教職実践高度化専攻の「コミュニティ支援チーム」

としてのこれまでの取り組みを「実践コミュニティ育

成の７原則」に照らし合わせて検討し、今後の展望を

述べる。

【１．進化を前提とした設計を行う】

ウェンガーら（2002）は「発展するコミュニティの

設計は、従来型の組織設計ではなく、生涯にわたる学

習に近い」と述べている（p.96）。高知県を取り巻く

教育環境は変化している。実践コミュニティも、ICT

教育の発展や人口減少等、状況に応じた課題に取り組

み、教職実践高度化専攻の教員、院生、教育関係者が

柔軟に連携していくことが求められる。「土佐の皿鉢

ゼミ」、「教育オープン講座」、そして教職実践高度化専

攻の授業内容も、内外のニーズを踏まえて、高知県の

教育課題に適応していくしなやかさを今後も維持して

いきたい。

【２．内部と外部それぞれの視点を取り入れる】

高知県の教育実践コミュニティの長所と短所を認識

するためには、外部の意見を取り入れる必要がある。

ミクロな視点では、教職実践高度化専攻のカリキュラ

ムや授業内容は他大学の教職大学院から学ぶべきこと

があろう。また、院生は、他校種の仲間の院生から学

ぶことができる。各学校は他校の取り組みから得られ

る見識があり、教育委員会事務局のメンバーも、他県

や他の市町村の取り組みから学ぶことができる。マク

ロな視点では、ミクロな視点からの学びを「土佐の皿

鉢ゼミ」や「教育オープン講座」を通して共有するこ

とにより、高知県の学校教育関係者という実践コミュ

ニティの質を向上させていくことができる。

【３．様々なレベルの参加を奨励する】

ウェンガーら（2002）によると、コミュニティの参

加には３つのレベルがある。第１は、公のフォーラム

で行われる議論に積極的に参加する「コア・グループ」

である。これは、「土佐の皿鉢ゼミ」の場合は、教職実

践高度化専攻の教員と院生が該当する。「教育オープ

ン講座」では、附属学校教育研究センター教員、講師

となっている高度化専攻の教員と院生であろう。第２

のグループは「アクティブ・グループ」と呼ばれ、コ

ア・グループほど熱心ではないものの、定期的あるい

は時折、フォーラムや会合に参加する。これは、多忙

な中、「土佐の皿鉢ゼミ」や「教育オープン講座」への

参加者である学校教育関係者や修了生が該当する。そ

して第３のグループは「周辺メンバー」である。これ

は、教職実践高度化専攻や教育委員会の取り組みを見

守っている教育関係者である。一般的な組織ではこの

ような関与は奨励されていないが、実践コミュニティ

では重要である。このメンバーをウェンガーらは「知

的隣人」（p.101）と呼んでいる。「周辺メンバー」は、

潜在的にアクティブ・グループに、最終的にはコア・

メンバーになる可能性がある。また、そうならない場

合も、高知県の教育の質の向上において重要な役割を

果たし、更なる貢献が期待できる場合もある。この潜

在的に可能性のあるメンバーを意識し、広報等に努め

ていきたい。

【４．公と私それぞれのコミュニティ空間を作る】

実践コミュニティが成長していくためには、１対１

のメンバー同士のつながりも重要である。そのため、

まずは教職実践高度化専攻教員と院生、院生と実習校

の担当教員、修了生同士のつながりを強化する必要が

ある。「コミュニティ支援チーム」としては、これらの

人間関係のネットワークを「土佐の皿鉢ゼミ」や「教
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育オープン講座」の開催に活かせるよう、情報収集を

行っていきたい。

【５．価値に焦点を当てる】

ウェンガーら（2002）は「価値はコミュニティの生

命を握る鍵である」と述べている。そして、実践コミュ

ニティのメンバーが享受している価値をはっきりと言

葉で表すよう絶えず働きかけることを勧めている。本

稿は、実践コミュニティの価値を具体的に提示してい

る。また、「土佐の皿鉢ゼミ」参加者アンケートや修了

生アンケートを継続し、メンバーが得ている価値を「周

辺メンバー」にも伝えていくことにより、実践コミュ

ニティは成長していくと考える。

【６．親近感と刺激とを組み合わせる】

成功しているコミュニティの特徴として、（１）メン

バーにとって故郷のような場所であり、（２）興味を引

く変化に富んだイベントが行われ、（３）新しいアイデ

アや新しい人々が流入し続ける、という特徴がある。

そのためには、コア・メンバーの良好な関係性を築き、

「土佐の皿鉢ゼミ」や「教育オープン講座」で知的刺激

を与える内容を洗練し続け、アクティブ・メンバーや

周辺メンバーが積極的に参加できるような仕組みを考

えていきたい。

【７．コミュニティのリズムを生み出す】

コミュニティが活性し続けるためには、コミュニ

ティのイベントのリズムも重要である。８月の「土佐

の皿鉢ゼミ」、10月から12月の「教育オープン講座」、

２月の「土佐の皿鉢ゼミ」と、本実践コミュニティの

リズムは一定に保たれている。今後も継続していくこ

とで、コミュニティの発展的維持が期待できる。

Ⅶ まとめ
本稿の目的は、「実践コミュニティ」の概念に基づい

て、教職実践高度化専攻の教育研究成果の還元の所産

と課題を明らかにし、本専攻における教育の質の向上

につなげることであった。教育研究成果の還元の所産

に関しては、「土佐の皿鉢ゼミ」と「教育オープン講座」

を通して、実践コミュニティに「難問解決のための支

援」、「専門知識へのアクセス」、「問題アプローチへの

自信」という短期的価値を提供できていることを論じ

た。また、修了生アンケートから、修了生という「コ

ミュニティのメンバー」に「技能や専門知識を拡張す

るための場」、「自らの商品価値と雇用可能性を高め

る」、「専門家としての強いアイデンティティ」、「専門

家としての名声を高める」、「専門分野で遅れを取らな

いようにするためのネットワーク」という長期的価値

を提供できていることを確認できた。

以上の成果が見られた一方、課題に関しては、「土佐

の皿鉢ゼミ」の参加者アンケートの回収率と、「土佐の

皿鉢ゼミ」と「教育オープン講座」の現職教員の参加

率を高めることが挙げられる。「土佐の皿鉢ゼミ」の

アンケートは、オンラインでは30分ごとに Zoom の

チャット欄で回答を依頼し、回答 Forms にアクセス

できるＱＲコードも配布している。今後は、さらに積

極的な口頭での依頼や、回答時間の確保などの工夫を

していきたい。加えて、「教育オープン講座」において

も参加者アンケートをとるなど参加者の反応を把握す

る具体的な方法も検討する必要がある。現職教員の参

加促進は、現職教員院生を通しての広報を強化すると

ともに、更なる内容の充実を図り、より魅力的なもの

にしていくことにより、より多くの高知県の教育関係

者に対して、広く教育研究成果を還元していきたい。

また、「実践コミュニティ育成の７原則」に基づいて本

専攻の取り組みを定期的に省察し、高知大学大学院総

合人間自然科学研究科教職実践高度化専攻を中心に、

高知県の教育実践コミュニティの発展を目指していき

たい。
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